
予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価

評
価

有効性 -

Ｈ29年度
の方向性

- 理由

-

4.34人 4.34人

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

ISO
14001

○ 天然資源の枯渇防止

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

事
業
の
概
要

各会計（一般会計外６会計）の当初予算及び補正
予算の編成を行う。

課
題

・枠配分方式に関して理解が十分でない部局がある。
・枠配分方式導入の目的の一つとして，事業部局自らの
積極的な事業のスクラップアンドビルド推進を促す必要
がある。

課
題

成
果

  事業部局が自らの権限と責任を持って予算編成を行う
枠配分方式を導入した。予算編成の主体を財政部門か
ら事業部門に移すことで，予算部門が自らの判断で予
算を決定する権限を得て，事業部門の視野に立った主
体的な事業展開が可能となった。

上
半
期
成
果

-
環
境

関
連
性

 予算書等の電子配布の推進により，紙使
用量が削減される。

効率性 中：適切な費用対効果が得られている

677千円 0千円

臨時職員等 無 無 無

-
34,935千円 35,533千円

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

26,891千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ） 26,266千円

事
業
の
目
的

限られた財源を重点的事業及び費用対効果の高
い事業へ，効率的かつ効果的に配分するため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

3.25人

0千円

地方債

個別計画 -

0千円 0千円 0千円 0千円

H29年度当初

事
業
計
画

①平成27年度当初予算を基に，各部ごとの予算枠の算
出を行う。（6月）
②新規拡充事業調査及び実施計画調査を実施し，概算
の歳入・歳出額を算出する。（9月）
③各部からの予算要求内容を精査し，歳入・歳出要求
額を調整し市長ヒアリングを経て平成28年度当初予算
を取りまとめる。（11月～2月初旬）

事
業
計
画

①新規拡充事業調査及び実施計画調査を実施する。
(～7月）
②H28当初予算と新規拡充事業調査等から，枠配分額
を決定し，事業部局に提示する。（～10月）
③各部局からの予算要求内容を精査し，歳入・歳出要
求額を調整し，市長ヒアリングを経て平成29年度当初予
算を取りまとめる。（11月～2月初旬）

事業費（Ａ） 625千円 626千円 677千円 0千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
0千円 0千円

活
動
実
績

・補正予算編成事務（補正回数　一般６，国保３，下水
３，後期３，公平１，介護４）
・当初予算編成事務，及び枠配分方式の導入

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 625千円 626千円

0千円 0千円

改
善
目
標

枠配分方式による予算編成方法を検討し，平成28年度
予算から実施する。

改
善
目
標

・年間を通じて，枠配分方式の考え方や手法の指導に
努め，事業のスクラップアンドビルドの推進を促す。
・補正予算書を電子書庫へ掲載し，各課への配布は行
わない。(ISO14001)

0千円 0千円

34,309千円 34,856千円

時間外
勤務

585.00時間 775.25時間 980.00時間

根拠法令等地方自治法，地方財政法，予算規則
県支出金 0千円 0千円 0千円

総合戦略

- - - -

戦略プラン - - - -

- - - -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

実績 - - -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初

内
訳

国庫支出金

指標種別 -

指標の概要 -
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

- - - - - --

その他特財 0千円 0千円

財務部 財政課 主計担当，理財係 01 02 01 05 11

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事務事業名 01 予算編成事務
指標名 -

34,856千円
予算事業名

総人件費 27,127千円 34,309千円

予算事務に要する経費 総事業コスト 27,752千円 34,935千円 35,533千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 625千円 626千円 677千円 0千円



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

財務部 財政課 主計担当，理財係 01 02 01 05 11

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項
34,856千円

予算事業名
総人件費 27,127千円 34,309千円

予算事務に要する経費 総事業コスト 27,752千円 34,935千円 35,533千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 625千円 626千円 677千円 0千円

事務事業名 02 つくば市補助金等評価委員会業務
指標名 - 指標種別 -

指標の概要 -
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - - - - - - - -

総合戦略

- - - - 実績 - - -

0千円 0千円 0千円

根拠法令等
・つくば市補助金等交付適正化規則
・つくば市補助金等評価委員会設置要項

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

-

改
善
目
標

－
- - - -

0千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

・委員会において評価を実施した補助金の交付担当部
署から，委員会意見に対する「取組状況報告書」の提出
を受け，指導・調整を行うと共に，平成28年度当初予算
編成の参考とする。
・補助金等の状況を確認し，次年度の補助金等評価委
員会開催の検討を行う。

事
業
計
画

・委員会において評価を実施した補助金の交付担当部
署から，委員会意見に対する「取組状況報告書」の提出
を受け，指導・調整を行うと共に，平成29年度当初予算
編成の参考とする。
・補助金等の状況を確認し，次年度の補助金等評価委
員会開催の検討を行う。

事業費（Ａ） 0千円 0千円 0千円 0千円

内
訳

国庫支出金 0千円

臨時職員等 無 無 無

成
果
-

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

861千円

事業分類 Ａ　任意的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

-

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 0千円 0千円 0千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ） 861千円 0千円

0千円 0千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　つくば市補助金等評価委員会を開催し，補助金
の必要性・効果等の外部評価を行う。評価結果
は，市長に提言され，次年度以降の予算編成業
務に活用する。

課
題
-

課
題
-

事業の
進捗状況

－
目標の
進捗状況

－
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

　適正で効果的な補助金等の交付を行うため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.10人 0.00人 0.00人

時間外
勤務

37.00時間 0.00時間 0.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性
-

効率性 - 効率性 -

総合評価 - 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 -

評
価

有効性 -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

15,663千円
予算事業名

総人件費 16,973千円 15,416千円

決算事務に要する経費 総事業コスト 17,408千円 15,943千円 20,758千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 435千円 527千円 5,095千円 0千円

財務部 財政課 主計担当 01 02 01 05 12

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事務事業名 01 決算事務
指標名 -

- -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初

内
訳

国庫支出金

指標種別 -

指標の概要 -
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

- - - - - --

その他特財 0千円 0千円

根拠法令等地方自治法第233条
県支出金 0千円 0千円 0千円

総合戦略

- - - -

戦略プラン - - - -

- - - -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

実績 -

一般財源 435千円 527千円

0千円 0千円

改
善
目
標

-

改
善
目
標

-

0千円 0千円

15,099千円 15,340千円

時間外
勤務

351.00時間 341.00時間 431.00時間事
業
の
目
的

財政運営の透明性を図るため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

1.95人

0千円

地方債

個別計画 -

0千円 0千円 0千円 0千円

H29年度当初

事
業
計
画

・地方財政状況調査や健全化判断比率等の算定（6～8
月）
・地方自治法第233条第5項に定める｢主要施策の成果
及び予算執行の実績報告書｣の調製（6～8月）
・新公会計制度による連結財務諸表の作成（8～1月）

事
業
計
画

・地方財政状況調査や健全化判断比率等の算定（6～8
月）
・地方自治法第233条第5項に定める｢主要施策の成果
及び予算執行の実績報告書｣の調製（6～8月）
・新公会計制度による連結財務諸表の作成（8～1月）

事業費（Ａ） 435千円 527千円 5,095千円 0千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
0千円 0千円

活
動
実
績

・主要施策の成果及び予算執行の実績報告書を9月議
会に提出するとともに，市ホームページに掲載した。
・地方財政状況調査や健全化判断比率についての報告
書を国県に提出し，市ホームページに掲載した。
・連結財務諸表について３月議会で議員に配付するとと
もに，市ホームページに掲載した。

上
半
期
活
動
実
績

-

・地方自治法第233条第5項に定める｢主要施策
の成果及び予算執行の実績報告書｣を調製し公
表する。
・地方財政状況調査や健全化判断比率等の算定
を行い公表する。
・新公会計制度による連結財務諸表を作成し公
表する。

課
題
特定の期間に業務が集中することもあり，時間外勤務
が多くなる。

課
題

成
果

　報告書等を国県及び市議会に提出するとともに，市
ホームページでも公開することで，財政運営の透明性を
図ることができた。

上
半
期
成
果

-
環
境

関
連
性
-

効率性 中：適切な費用対効果が得られている

5,095千円 0千円

臨時職員等 無 無 無

-
15,626千円 20,435千円

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

16,195千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ） 15,760千円

効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価

評
価

有効性 -

Ｈ29年度
の方向性

- 理由

-

1.91人 1.91人

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

－
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

事
業
の
概
要



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

15,663千円
予算事業名

総人件費 16,973千円 15,416千円

決算事務に要する経費 総事業コスト 17,408千円 15,943千円 20,758千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 435千円 527千円 5,095千円 0千円

財務部 財政課 主計担当 01 02 01 05 12

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

9.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性
-

効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

1,213千円 317千円

317千円 323千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

・地方自治法第243条の３及び「つくば市財政事情
書の作成及び公表に関する条例」による告示，及
び市ホ-ムペ-ジへの掲載公表（年２回：５月末・１
１月末）。
・当初予算の概要及び決算の概要，当初予算
書，補正予算書について，広報紙や市ホ-ムペ-
ジへ掲載公表

課
題
　市民にとってわかりやすい財政情報の提供が必要で
ある。

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

各種財政情報を広く市民へ公表し，行政運営の
透明性の向上，市民の理解及び信頼を得るた
め。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.15人 0.04人 0.04人

時間外
勤務

27.00時間 7.00時間

国庫支出金 0千円

臨時職員等 無 無 無

成
果
　広く市民への各種財政情報を提供し，財政運営の透
明性を図ることができた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

1,213千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

・地方自治法等に基づき，市の財政状況を市ホーム
ページに掲載した。（５月末日，11月末）
・当初予算の概要及び決算の概要を広報紙や市ホーム
ページに掲載した。（５月，10月）
・当初予算書，補正予算書を市ホームページ等に掲載し
た。（6月，9月，12月，3月）
・台所事情書を市ホームページに掲載した。
・｢平成26年度決算におけるつくば市の財務書類４表｣及
び｢つくば市の財務書類４表をチェック 平成26年度決
算｣を市ホームページに掲載した。(3月)

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 0千円 0千円 0千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ）

- -

323千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

・当初予算の概要及び決算の概要を広報紙や市ホ-ム
ペ-ジに掲載(５月，10月)
・「つくば市の台所事情書」のホ-ムペ-ジ掲載(11月)。
・「平成26年度新公会計財務書類」及び「つくば市の財
務書類をチェック-平成26年度版-」のホ-ムペ-ジ掲載
（３月）。

事
業
計
画

・地方自治法等に基づく，市の財政状況の公表。（５月
末日，11月末）
・当初予算の概要及び決算の概要を公表。（５月，10月）
・当初予算書，補正予算書の公表。（6月，9月，12月，3
月）
・台所事情書の作成，公表。(～3月)
・「平成27年度決算におけるつくば市の財務書類４表」
及び「つくば市の財務書類４表をチェック-平成27年度決
算」の作成，公表。（～３月）

事業費（Ａ） 0千円 0千円 0千円 0千円

内
訳

総合戦略

- - - - 実績 - - -

0千円 0千円 0千円

根拠法令等
地方自治法，つくば市財政事情書の作成
及び公表に関する条例

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

　より見やすく，市民にわかりやすい内容にする。

改
善
目
標

　記載内容をより見やすく，わかりやすい内容にするた
め，他市町村の先進事例等を参考に検討を重ねていく。

- -

事務事業名 02 財政情報の公表事務
指標名 - 指標種別 -

指標の概要 -
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - - - - - - - -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

13,012千円
予算事業名

総人件費 23,186千円 12,808千円

理財事務に要する経費 総事業コスト 23,374千円 12,987千円 13,188千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 188千円 179千円 176千円 0千円

財務部 財政課 理財係 01 02 01 05 13

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事務事業名 01 理財事務
指標名 -

- -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初

内
訳

国庫支出金

指標種別 -

指標の概要 -
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

- - - - - --

その他特財 0千円 0千円

根拠法令等 -
県支出金 0千円 0千円 0千円

総合戦略

- - - -

戦略プラン - - - -

- - - -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

実績 -

一般財源 188千円 179千円

0千円 0千円

改
善
目
標

・主計員,担当部署と連携をとり，補助の決定や事業費
の決定（契約），事業の完了を把握する。

改
善
目
標

　起債においては，主計員及び事業担当部署と連携を
密にする。

0千円 0千円

12,808千円 13,012千円

時間外
勤務

989.00時間 289.50時間 366.00時間事
業
の
目
的

　市債の借入及び償還を管理し，地方交付税・地
方譲与税及び交付金等を確保する事務処理を行
い，安定した財政運営を図るため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

2.70人

0千円

地方債

個別計画 -

0千円 0千円 0千円 0千円

H29年度当初

事
業
計
画

・市債充当事業の契約額や補助額等に基づき借入を行
う。また，既発行市債の償還管理を行う。
・普通交付税，特別交付税の算定基礎数値等を報告す
る。また，特別交付税では災害関連の報告を取りまとめ
る。

事
業
計
画

・市債充当事業の契約額や補助額等に基づき，適正な
借入を行う。また，既発行市債の償還管理を行う。
・普通交付税，特別交付税の算定基礎数値等を報告す
る。また，特別交付税では災害関連の報告を取りまとめ
る。

事業費（Ａ） 188千円 179千円 176千円 0千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
0千円 0千円

活
動
実
績

・市債1,096,592千円（前年繰越分含む・3月末時点）を発
行し，公債管理システムへ登録し償還管理を行った。
・既発行市債の元金及び利子の償還（5,856,612千円）を
行った。
・普通交付税は，合併算定替えの特例により,旧団体の
合算額の995,061千円が交付された。
・特別交付税は，487,824千円が交付された。この中に
は震災復興分が含まれる。

上
半
期
活
動
実
績

-

・市債充当事業の契約額や補助額等に基づき借
入を行う。また，既発行市債の償還管理を行う。
・普通交付税，特別交付税の算定基礎数値等を
報告する。また，特別交付税では災害関連の報
告を取りまとめる。

課
題

・起債について，財源措置に影響が出ないように，補助
額の決定や事業費の確定（契約），事業の完了を把握
する。

課
題

成
果

・新規の市債発行による歳入確保と過年度発行市債の
元金及び利子の確実な返済ができた。
・普通交付税及び特別交付税の算定基礎数値を適正に
報告し，一般財源を確保した。

上
半
期
成
果

-
環
境

関
連
性
-

効率性 中：適切な費用対効果が得られている

176千円 0千円

臨時職員等 無 無 無

-
12,987千円 13,188千円

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

23,374千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ） 23,186千円

効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価

評
価

有効性 -

Ｈ29年度
の方向性

- 理由

-

1.62人 1.62人

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

事
業
の
概
要



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

726千円
予算事業名

総人件費 429千円 712千円

財産区管理に要する経費 総事業コスト 473千円 763千円 829千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 44千円 51千円 103千円 0千円

財務部 財政課 理財係 06 01 01 01 11

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事務事業名 01 作岡財産区維持管理
指標名 -

- -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初

内
訳

国庫支出金

指標種別 -

指標の概要 -
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

- - - - - --

その他特財 44千円 0千円

根拠法令等地方自治法第294条～297条
県支出金 0千円 0千円 0千円

総合戦略

- - - -

戦略プラン - - - -

- - - -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

実績 -

一般財源 0千円 51千円

0千円 0千円

改
善
目
標

委員の皆様から積極的な意見を頂けるような管理会運
営を行う。

改
善
目
標

－

0千円 0千円

712千円 726千円

時間外
勤務

18.00時間 15.75時間 21.00時間事
業
の
目
的

　作岡財産区管理会の適正かつ円滑な運営を図
るため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.05人

0千円

地方債

個別計画 -

0千円 0千円 0千円 0千円

H29年度当初

事
業
計
画

・次年度予算案及び決算の作成
・作岡財産区管理会の開催（予算案・決算報告）

事
業
計
画

・次年度予算案及び決算の作成
・作岡財産区管理会の開催（予算案・決算報告）
・管理会委員の任期満了による改選（4名）

事業費（Ａ） 44千円 51千円 103千円 0千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
56千円 0千円

活
動
実
績

・前年度決算の作成
・次年度予算案の作成
・作岡財産区管理会の開催（平成28年2月2日開催）
・管理会委員の任期満了による改選（1名）

上
半
期
活
動
実
績

-

・次年度予算案及び決算の作成
・作岡財産区管理会の開催（予算案・決算報告）
・土地使用貸借契約の調整

課
題
-

課
題

成
果
円滑な管理会運営を行うことができた。

上
半
期
成
果

-
環
境

関
連
性
-

効率性 中：適切な費用対効果が得られている

47千円 0千円

臨時職員等 無 無 無

-
763千円 829千円

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

473千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ） 429千円

効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価

評
価

有効性 -

Ｈ29年度
の方向性

- 理由

-

0.09人 0.09人

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

事
業
の
概
要


